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教育民生常任委員会調査報告書

１ 調査事件

  認知症施策について

２ 調査目的

本町の高齢化率は、現在県内では下から２番目に低いが年々高齢化率が高くなる

ことは確実である。

そのような状況を踏まえ、高齢者支援対策を実施している先進自治体の「認知症

施策」の取り組み状況や、町内の認知症カフェ等を視察研修し、今後の本町の参考

にすることを目的に調査した。

３ 調査経過

  平成２８年 ２月１８日 所管調査項目検討

        ３月 ７日 所管調査項目取りまとめ検討

        ４月 ７日 所管調査項目決定

        ５月１９日 保健福祉課長寿介護班と本町の現状勉強会

              先進地視察先検討・決定

        ６月１４日 常任委員会

        ７月２０日 視察調査：埼玉県川越市

        ７月２１日 視察調査：千葉県柏市

        ８月１０日 常任委員会

        ９月 ９日 常任委員会

        ９月１４日 常任委員会

       １０月１１日 常任委員会

       １０月２１日 常任委員会

       １０月２７日 認知症カフェ「カフェ・なし畑」参加

       １１月１０日 しらかし台小学校ふれあいオープンスクール見学

       １１月２２日 委員会調査報告書検討

       １２月 ６日 委員会調査報告書検討

４ 調査結果

(1) 本町の現状

  本町の認知症施策は、介護保険法の改正や国が策定した「認知症施策推進総合

戦略（新オレンジプラン）」により、介護保険財政の長期安定と地域全体で見守

る体制づくりの構築（地域包括ケアシステム）を図ることが急務となっている。

   本町では、「利府町高齢者福祉計画・第６期介護保険事業計画」を策定し、   

団塊の世代が７５歳となる２０２５年（平成３２年）を目途に地域包括ケアシス

テムを構築し、すべての高齢者が可能な限り住み慣れた地域や自宅で安全に安心
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して暮らせる地域社会の実現を、町民と行政との連携・協働により達成すること

を目的に事業を進めている状況である。

   しかしながら、認知症に対する周知、早急な事業の展開、地域の支え合い体制

の構築に対する住民の理解など様々な課題があり、国から町に大きな役割が課さ

れているのが実情である。

(2) 「認知症施策」の主な取り組み

ア 高齢者はいかいＳＯＳネットワークの構築

    平成２８年４月、多職種（警察署、消防署、タクシー会社、コンビニエンス

ストア、介護事業所等）と連携を取りネットワークを新規構築

（平成２８年７月現在 協力事業所 ４６事業所）

  イ 認知症サポーターの養成

   (ｱ) 各種団体を対象とした養成講座（平成２７年度～平成２９年度）

     議員・行政区長（平成２８年４月実施）民生委員(平成２８年５月実施)

    保健福祉課職員（平成２８年８月実施）

   (ｲ) 小・中・高校生を対象とした養成講座（平成２８年８月以降）

   (ｳ) 町民を対象とした養成講座（通年）

  ウ 町内認知症サポーター数

   (ｱ) 平成２９年度末目標数 １，０００人（４３１人増）

(ｲ) 平成２７年度末現在   ５６９人（前年度比１２６人増）

(ｳ) 平成２８年１１月末現在  ７７５人（前年度比２０６人増）

  エ 広報・啓発

   (ｱ) 広報紙、回覧板、ＨＰ等により、認知症関連事業の周知や認知症への理

解に関する情報等を掲載し啓発する。

    平成２８年３月号から、「いきいきトピックス（高齢者関連記事）」におい

てシリーズで認知症施策の紹介等を掲載

   (ｲ) 家族のつどい（認知症を含む）（通年）

  オ 認知症カフェの整備

   認知症カフェの実施

   (ｱ) 開催状況

   a 平成２７年度

    (a) 認知症カフェ「カフェ・なし畑」 会場：保健福祉センター

    (b) グループホーム主催、町・包括支援センター共催

    (c) 開催回数 年１回（平成２８年１月）
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   b 平成２８年度

  (a) 認知症カフェ「カフェ・なし畑」 会場：保健福祉センター

  (b)「グループホームやすらぎ苑利府」に業務委託

    (c) 開催回数 年４回（７、１０、１２、３月）

  (d) 開催内容 ラジオ体操等でアイスブレイク、体験談やフリートーク

       等。（７月及び３月はイベントも含む。）

     （７月イベントは、「アロマと認知症の関係」について実施）

    (e) 対 象 者 認知症の方本人及び家族、町民等

   (ｲ) 参加状況

開催時期 参加人数

平成２８年１月 １０人

平成２８年 7月 １０人

平成２８年１０月 １４人

  カ 介護予防事業（脳トレ教室）

   一般高齢者を対象とし、運動、口腔、栄養、脳トレによる認知症予防を含む

介護予防教室の実施

   平成２８年度については、１０月～１２月実施

  キ 介護予防事業（ふれあいオープンスクールサポーター支援事業）

   (ｱ) 小学校の空き教室や地区の集会所で、学区毎の６０歳以上の高齢者を対

象に軽スポーツ・レクリエーション等介護予防事業を実施するサポーター

への支援

   (ｲ) 平成２７年度

    a 参加者 延べ１，１３０人（参加者平均２１人）

    b 開催地区 ９地区（利府第二小学校区、しらかし台小学校区、浜田、

須賀、野中一部、野中二部、春日一部、春日二部、加瀬）

(3) 「認知症施策」の今後の取り組み

  ア 認知症サポーターの養成

    各種団体を対象とした養成講座（平成２７年度～平成２９年度）

     役場職員、各種団体

  イ 認知症の早期発見・診断の体制整備

    塩釜地区二市二町や塩釜医師会等と連携した「認知症初期集中支援チーム」

の整備等

  ウ 認知症ケアパスの作成

    認知症高齢者の状態に応じたサービスの流れを示す「ケアパス」の作成



- 4 -

  エ 認知症カフェの整備

   (ｱ) 巡回認知症カフェの検討

   (ｲ) 民間事業者が取り組む、認知症カフェへの支援

５ 視察研修

   埼玉県川越市では、①正しい知識の普及・周囲の理解の促進、②認知症の人・

家族に対する継続した支援、③認知症に関する関係機関連携の場づくりの３つの

施策を作成し、高齢化対策にあたっている。

  特に、地域の人を取り込んだ介護マークの貸出事業、認知症カフェ運営事業に

ついては、本町としても導入・拡大を図る必要を感じた。

   千葉県柏市では、「長寿社会のまちづくり～豊四季台プロジェクト」の①高齢

者と子育て世帯の融合するまちづくりのための在宅医療・福祉施設導入と子育て

支援施設の拡充、②住民の交流の場となる地域拠点ゾーンの整備について説明を

受けた。

   本町として、川越市の介護マーク貸出事業も実現可能と思われる。

   また、認知症カフェ運営事業についても、川越・柏両市の様に地域で認知症の

人を見守るために、官民協働の体制を構築していくべきではないかと感じる。

６ 認知症カフェ「カフェ・なし畑」

  平成２８年１０月２７日（木）に、保健福祉センターで開催され、教育民生常

  任委員５名が参加した。

   全体の参加者は、民生委員や一般町民、グループホーム利用者等、委員を含め

  合計１４名であった。

   ＤＶＤ「認知症の人の理解」を鑑賞後、参加者が認知症の方の実情や、周囲の

  人に求めること等について、カフェ形式で懇談した。

７ しらかし台小学校ふれあいオープンスクール

  平成２８年１１月１０日（木）に、しらかし台小学校で開催され、教育民生常

任委員５名が見学・参加した。

   (1) 概要

  平成１４年２月２５日スタート。前年に始まった神谷沢・菅谷地区（利府二

   小）のオープンスクールを事前に視察・研修した。

    運営の主体は当初、町であったが、平成１９年より地区での自主運営となっ

ている。

  今回は１５名の参加（内、男性１名）、サポーターは７名、地域包括支援セ

   ンター職員１名。年に２回は保健福祉センターで実施しており、バスを使って

   の行事も年２回計画している。
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  (2) プログラム

  ア 受付 会費５００円（弁当代４００円、材料費１００円）

  イ 開会挨拶

  ウ 歌（歌集は手作りで四季に合わせ４種類ある）

  エ 内容 １１月２６日の「しらっ子まつり」参加のため折り紙（箸袋、楊枝

       入れ）作成

  (3) まとめ

  参加者はいつもより少なかったようであるが、楽しい雰囲気で歌や折り紙づ

   くりに参加していた。やはり男性の参加は難しいようである。また、町からの

   補助金もなく余裕はないとのことである。

  学校の空き教室を利用しているので、子どもの声のする中で活動することは

   相互に良いことである。２月に豆まき、３月に雛祭りと、学校と協力して子ど

   もとの触れ合いを深めているのは、すばらしい世代間交流である。

学校の理解と地域の力で継続されていることを確認した。
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８ 「課題」及び「意見」（提言）

教育民生常任委員会として、平成２８年３月定例会以降、１２月定例会まで認知

症施策の課題解決のため、調査・研究してきたので、以下のとおり町に提言する。

(1) 課題

  ア 軽度認知障害（ＭＣＩ）の対策

  イ 認知症カフェの運営について

  ウ 認知症施策において地域に求めること

  エ 地域包括支援センター設置場所の検討

(2) 意見（提言）

  ア 軽度認知障害（ＭＣＩ）の対策

    ２０１６年度中には、認知症患者が５００万人以上、予備軍は４５０万人以

   上になると言われる。６５歳以上の４人に１人は問題を抱えていることになる。

    本町でも、もちろん足早に高齢化が進み、対策が後手にならないようにしな

   ければならない。

    これまでの認知症対策は、施設整備など家族向けの傾向であったが、今後は、

   軽度認知障害（ＭＣＩ）対策も併せて重要な施策である。

    予備軍と言われる軽度認知障害と思われる人の中には、運動・栄養・適切な

   治療（投薬）等で、重症に進まない場合もある。しかし、町民には、その情報

がほとんど周知されていないのが現状である。

    認知症施策の先進地である埼玉県川越市では、認知症に関する情報が分かり

   やすく書かれたパンフレット「みんなで支えよう大切な人」や、認知症チェッ

クシートを各戸に配布し、正しい知識の普及・周知に努めている。

    本町としても、軽度認知障害になっても、重症化への予防に繋がるこのよう

   な取り組みを一刻も早く実施すべきである。

  イ 認知症カフェの運営について

    認知症カフェ「カフェ・なし畑」の活動が始まった。まだ３回目であったが、

   １０月２７日に教育民生常任委員も参加させてもらった。

   認知症当事者は１名であったが、ＤＶＤを鑑賞し、お茶を飲みながら歓談し

   た。

   なごやかな雰囲気で、とても好感が持てたが、保健福祉センターが会場のた

   め、参加者は限られる。また、参加者の地域にばらつきがあるため、馴染むま

   で時間がかかるという問題がある。

    この認知症カフェは、各地域の集会所等に開設していくべきと考える。
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  ウ 認知症施策において地域に求めること

    各地域には、ふれあいオープンスクール、老人会、各種サークルなどが活発

   に活動している。

    現在、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）が高齢者の集まる

   団体等について把握をしているところであり、それらを軸にして、認知症予備

   軍の人も集まれる場を強化する事ができると考えられる。

   視察した埼玉県川越市及び千葉県柏市においても、各地域で認知症カフェの

   活動が盛んに行われている。

    本町では人口規模が違うとは言え、集会所等を基軸としたサロン活動に対し

   ては、きちんと予算を付け、早く体制を整備すべきである。

    また、活動の差はあると思うが、地域間相互の情報交換をするための協議会

   を設置してはどうか。

    協議会設置により、高齢者が生きがいを持てるような活動やアイディアを持

   ち寄り、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていける方策を町と共に考えるこ

   とができるのではないか。

    さらに、認知症サポーターを多数養成しているので、活用について一考を要

   す。

  エ 地域包括支援センター設置場所の検討

    地域包括支援センターの設置場所は、高齢者の支援・相談の中心となる所が

   基本と考える。

   二か所目として設置された地域包括支援センターは、しらかし台団地の夢民

   館地内に設置されたが、交通手段が全く確保されておらず対象地区の住民から

   不満が出ている。

    さらに、しらかし台団地内の人からも不便との声がある。特に車を持たない

   人は、タクシーを利用する以外交通手段がない。早急に町民バスや保健福祉セ

   ンターのバスを利用することも含め、利便性を図るべきと考え、提言する。
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視察調査報告（参考資料）

視察地  埼玉県川越市

１ 視察年月日  平成２８年７月２０日（水）

２ 視察目的

  「認知症施策の取り組みについて」

   ・軽度認知症に関する対策

   ・認知症カフェの取り組み

   ・認知症施策において地域に求めること

３ 視察地の概況（平成２８年７月１日現在）

（１）人 口 ３５１，１４３人

（２）世 帯 数 １５３，３７６世帯

（３）面 積 １０９．１３㎢

（４）財 政 規 模 １９８，７８４，７３４千円(平成２８年度一般会計当初予算)
（５）位置と地勢

   埼玉県の南西部に位置する中核市で、小江戸川越とも呼ばれる。

   蔵造りの風情ある町並みや、明治初期から残る菓子屋横丁、史都・文化財な

    ど歴史的建造物があり、東京からの日帰り観光でも人気の街である。

４ 取り組み状況

（１）正しい知識の普及、周囲の理解

  ・パンフレットの配布

   ・広報誌に認知症コラムを掲載（イラスト漫画）

   ・認知症サポーター養成講座

    －子どもから高齢者まで

     小・中学校にも働きかけ …… 受け入れ時間が難しいという問題

     今後、このサポーターの活躍の場をどうするかが、課題である。

   ・介護マークの貸出事業

    －トイレや婦人科に付き添う時、介護中ということを理解してもらえる。

（２）認知症の人・家族に対する継続した支援

   ・相談会 － 対応は医師。セカンドオピニオンが欲しい人が半分

   ・市民後見推進事業（市町村の努力義務）

    － 社会福祉協議会が、平成 26 年より養成講座、現在、修了者 54 名

   ・認知症家族介護教室（平成 23 年～）

    － 家族の精神的負担軽減

     平成 23 年度 １教室 12 名参加 → 平成 26 年度９教室 173 名
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  ・オレンジカフェ（認知症カフェ）

   「誰でも参加できる、地域で高齢者やその家族を支える集いの場」

   平成 24 年 介護教室での参加者の声

     平成 25 年 地域包括支援センターが開催

     平成 26 年 オレンジカフェ運営事業のスタート

   ９つの地域包括支援センターと３つの事業者が 29 会場で開催

    参加人数

    平成 25 年  915 人（４包括）

    平成 26 年 3,065 人（９包括）

   平成 27 年 4,594 人（ 〃 ）

   ＜参加者＞ 本人、家族、民生委員、福祉事務所、ボランティア、地域住民

  ＜効果＞  本人 － 自ら活動し楽しめる

          家族 － わかり合える人と出会える

          地域住民 － 本人とのつながりを再構築する

          専門職、民生委員 － 人としてふれあえる

    ＜参加費＞ 100 円 ～ 200 円程度。飲み物を提供、差し入れもある

   ・認知症初期集中支援事業（平成 30 年 4 月までに全市町村に設置）

     川越市では、平成 28 年 1 月に実施 …… 7 事例の支援

      認知症サポート医 2 名、社会福祉士、保健師、作業療法士

（３）認知症に関する関係機関連携の場づくり

   医療・介護だけではなく、市民・地域の力で生活を支える。

   …… 連携会議・検討会の大切さ

５ 考 察

  認知症カフェの取り組みは、認知症の人への理解・支援連携のためにも必要な

ことである。そこから軽度認知障害（MCI）の対応も可能になるのではないか。

  川越市では、9 つの地域包括支援センターと 3 つの事業者を中心に、29 会場でオ

レンジカフェを開催している。

  利府町では、間もなく 2 ヶ所目の地域包括支援センターができるようである。昨

年より、認知症カフェの取り組みも始まった。会場は、町の保健福祉センター内

で実施している。しかし、もっと気軽に誰でも参加できるような場所が必要である

ことから、今現在、各地区で行っているふれあいオープンスクールや高齢者の集ま

りなどを利用してはどうかと思う。

高齢者や障がい者だけではなく、一人でも多くの地域住民が認知症を理解し、お

互いを支え合う認知症カフェは、地域包括ケアシステムの中心となる事業であり、

積極的に官民協働のしくみをつくり上げるべきである。
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視察調査報告（参考資料）

視察地  千葉県柏市

１ 視察年月日

  平成２８年７月２１日（木）

２ 視察目的

平成２９年４月から施行される本町の地域包括ケアの運用に向け当局へより

良い地域包括ケア（認知症施策について）が出来る様に提言するため、教育民生

常任委員会として、地域包括ケアの先進地の現状を視察するもの。

３ 視察地の概況（平成２８年４月１日現在）  ※【 】は本町

(1) 人 口 ４１５，３００人      【３６，３１０人】

(2) 世 帯 数 １７５，９７５世帯     【１２，９６９世帯】

(3) 面 積 １１４．７１㎢       【４４．８９㎢】

(4) 財 政 規 模 （平成２８年度一般会計当初予算）

１２４，５７０，０００千円  【１４，９６０，０００千円】

(5) 位置と地勢

   千葉県柏市は、東京都や筑波研究学園都市（つくば市）、成田国際空港（成田

市）、幕張新都心（千葉市）などから３０Ｋｍ圏内に位置し、千葉県の北西地域

のほぼ中心にある。国道６号線、国道１６号線、常磐自動車道及びＪＲ常磐線等

の交通条件に恵まれ東京のベットタウンとして発展した。

平成１７年３月沼南町を編入合併し、平成２０年４月１日に「中核都市柏」

が誕生し平成２２年８月には人口４０万人を突破している。

４ 取り組み状況

柏市は、市民サービスの向上、地域主体の個性豊かなまちづくりを進め、真に自

立したまちづくりを目指している。具体的な取り組みとして「長寿社会のまちづく

り」を打ち出し、東京大学の有識者、ＵＲ都市整備機構等及び行政（柏市）が緊密

に連携（多職種連携）をして、まちづくりを推進している。

柏市の地域包括ケアの基本概念は、生活習慣病予防（健康増進計画）を策定して

各年齢に応じて【第１段階】６０歳後半から７０歳「社会性／心のフレイル期」、【第

２段階】７５歳から８０歳「栄養面のフレイル期」、【第３段階】８０歳から９０歳

「身体面のフレイル期●要支援状態」、【第４段階】９０歳から１００歳「重度フレ

イル期●要介護状態」を設定して各フレイル期における施策を講じている。

特に、【第３段階】（要支援状態）及び【第４段階】（要介護状態）おいては、在

宅医療・介護多職種協議会を設置して取り組んでいる。

なお、柏市は、平成２６年に「柏市地域医療連携センター」を開業している。
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(1) 在宅医療

  ア 柏市在宅医療・介護多職種連携協議会

    この協議会は、事務局を市の地域医療推進室に置き、柏市医師会、歯科医師

会、薬剤師会、訪問看護ステーション連絡会、介護支援専門協議会、地域包括

支援センター、在宅リハビリテーション連絡会等から構成され、在宅医療・介

護多職種連携ルールの作成、在宅医療推進のため行政施策への反映を実施して

いる。

  イ これまでの取り組みによる成果

   (ｱ) 在宅療養支援診療所数

     １５カ所（平成２２年１１月）→３１カ所（平成２８年３月）

   (ｲ) 訪問看護ステーション数  

     １２カ所（平成２５年３月）→２３カ所（平成２８年３月）

   (ｳ) 在宅医療多職種連携研修受講修了者数

     ３５５人（通算７回開催。内医師の受講修了者数５４人）

   (ｴ) 情報共有システムＩＤ発行数（平成２８年３月現在）

     ２６３事業所、８０８人、通算利用奨励１９９件

  ウ 今後の取り組み

   (ｱ) 主治医・副主治医制における病院と訪問看護との連携強化

     市内病院が在宅医療支援機能を担うとともに、訪問看護ステーションとの

連携機能を強化する体制の構築について、医師会、病院、看護ステーション、

行政等関係機関が協議できる場を設け検討する。

   (ｲ) 訪問看護ステーション同士の連携によるネットワークの構築

     従来の事業者大規模化への支援ではなく、訪問看護ステーションのグルー

プ化によるネットワーク化による基盤強化の視点で支援する。

   (ｳ) 多職種連携の質の向上

     連携の質の向上を目的として患者家族の意志決定支援勉強会を開催、教育

    プログラムを確立する。

  (ｴ) （仮称）在宅医療計画の策定

     レセプトデータや将来推計を基に、在宅医療に関する目標値や指標を設

   定医療介護多職種と共有し在宅医療を推進する。

(2) 生活支援

  ア 柏市地域支え合い体制整備研究会

    平成２７年２月から平成２８年３月にかけて、地域支え合い体制整備研究会

を発足して事務局を柏市社会福祉協議会に置き、社会福祉協議会がコーディネ

ーターとなり、ふるさと協議会（地区社協）、民生委員児童委員、ＮＰＯ・ボ

ランティア団体、地域包括支援センター、介護支援専門職員、社会福祉法人、
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学識経験者で構成され、生活支援サービス充実に向けて「地域支え合い体制」

の在り方を検討している。

  イ 柏市地域支え合い推進協議会

    平成２７年１１月から地域支え合い推進協議会を発足して、市内２０カ所に

   「地域支え合い会議」を設置して、構成員の「地域支え合い推進員」による活

動を行っている。

  ウ 地域支え合い推進員

    地域支え合い推進員は、ふる協（地区社協）、町内会・自治会、民生委員児

   童委員、ボランティア・ＮＰＯ、地域包括支援センター、ケアマネジャー、福

   祉施設職員及び市社協地区担当員等から構成されている。

    地域支え合い推進員の役割は、支え合い会議の運営、支え合い活動の情報共

   有と連携調整、地域内の人材育成、資源開発である。

(3) 介護予防

  ア 平成２８年３月、フレイル予防プロジェクト２０２５推進委員会を発足させ、

事務局を市福祉政策課及び福祉活動推進課に置き、市推進部署（保健福祉部、

保健所、生活学習部、市民生活部）、アドバイザー（医師会、歯科医師会、薬

剤会）、構成委員（ふるさと協議会、社会福祉協議会、民生委員児童委員、健

康づくり推進員、スポーツ推進員、健康づくり活動団体、在宅栄養士会、在宅

リハビリテーション連絡会、地域包括支援センター、学識経験者等）から推進

委員会が構成されている。

推進委員会は、フレイル予防の普及・啓発と効果的な推進、地域における市

民主体の活動の促進、フレイル予防に関る関係機関の連携・調整等について協

議している。

  イ 具体的な施策

   (ｱ) フレイル予防のための市民サポーター養成研修

   (ｲ) 新たな健康増進活動（市民の手による、市民のためのフレイル予防）

   (ｳ) 三位一体の包括的（フレイルチェック）

  ※ 「フレイル（Frailty）」とは、高齢者が筋力や活動が低下している状態（虚

弱）を言う。（日本老年医学会）

(4) 柏市セカンドライフプラットホーム事業

  柏市、商工会議所、社会福祉協議会、シルバー人材センター、東京大学ＩＯＧ、

一般社団法人セカンドライフファクトリー（事業受託者）により、高齢者の就労、

社会参加を促進するため、公民学の関係機関が連携し必要な協議を行い、有機的

連携の仕組みを構築、社会参加の効果を検証して「働きたいときに、無理なく楽

しく働きたい」高齢者の就労・社会参加の促進している。

(5) 豊四季台団地再生プロジェクト（高齢者と子育て世帯の融合するまちづくり）
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  豊四季台団地は、柏駅近傍（徒歩１３～１７分）にある団地で、昭和３９年以

降の高度経済成長期に開発された団地が急速に高齢化した事を踏まえ、「高齢者

がいつでも在宅で安心、元気に生活出来る拠点としての団地に再生する事業」を

ＵＲ都市整備機構が行っている。高齢者と子育て世帯の融合するまちづくりのた

めの在宅医療・福祉施設導入と子育て支援施設の拡充及び住民交流の場となる地

域拠点ゾーンの整備を、平成１６年から開始して平成２８年現在、第Ⅳ期工事が

着手し団地内には、特別養護老人ホーム、認定こども園、商業施設が所在する。

５ 考 察

(1) 在宅医療

柏市は近年、在宅医療支援診療所数、訪問看護ステーション数を倍増させ、住

民の訪問診療要望に応えるとともに、自宅での看取りによる死亡者数を５年間で

２．３倍に増加している。今後、主治医・副主治医制における病院と訪問看護と

の連携強化を図る他、訪問看護ステーション同士の連携によるネットワークの構

築、多職種連携の質の向上及び（仮称）在宅医療計画を策定し図る。

本町においても塩釜医師会、公的医療機関との連携を図り逐次推進するべきと

  思料する。

(2) 生活支援

  柏市は、地域支え合い推進協議会を発足して、地域で支え合う組織づくりを行

い多種多様方々による地域支え合い推進員による活動を行っている。

   本町においても、本町の特性を踏まえ可能な限り、地域で支え合える環境の醸

成が必要であり、地域力を活用すべきと思料する。           

(3) 介護予防

柏市の場合、「市民の手による、市民のためのフレイル予防」を展開して（市

民サポーター養成、新たな健康増進活動、三位一体の包括的フレイルチェック）

は、多職種の構成員により推進され、高齢者が筋力や活動が低下している状態に

なる前に施策として、今後着目すべき事項であるため、本町の特性に合わせて地

域包括ケア体制に活用できるものと思料する。

                                       （了）


